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1.はじめに 
昭和30年代に行われた生活調査報告 1～4）によると、
岩手県内の農漁村地域は、戦後 10 数年経過したあとも
戦前期の住様式を踏襲していたことが報告されている。
これは岩手県に限らず全国的な傾向であり、そのため、
国策として農村の生活改善運動により保健衛生・住生
活・衣生活・食生活等の改善が行われてもいる 5）。と
りわけ、生活の質を著しく低下させる要因であった囲
炉裏などの暖房設備、かまどなどの煮炊き設備、また
給排水設備等の不備等が、高度成長期とともに徐々に
解消されており、それは岩手県の農漁村地域でも例外
ではない。浴室・トイレ・給排水等、水周りの住宅設
備の寿命はもともと 10～20 年程度と短く、比較的改修
が行われやすい箇所である。また、経年劣化しやすい
屋根材等の改修は定期的に実施される傾向にある。 
しかしながら、住宅の快適な室内温熱環境に関して
は、冬期の暖かさへの潜在的なニーズはあるとしても、
戦後から現在にかけて、なかなかその改善には至って
いない。2 度の石油ショックに起因する省エネルギー
対策も、断熱に関する取り組みに積極的であった北海
道以外、積極的に取り組まれているとは言い難い 6,7)。
そもそも、省エネ法で規定されている断熱気密化は義
務規定ではなく、あくまで居住者の判断に依存してい
ること、それに加え、農村部の工務店・大工は比較的
伝統的な技術・考え方を継承していることが多いため、
現代においてさえ住宅の高性能化が普及するための素
地が整っているとは言い難い。その結果、家の中の寒
さという観点では、50 年前と比べて何ら改善していな
い可能性がある。 
昭和 30 年代の調査から約 50 年経過した現在、調査
対象だった地域の生活がどのような変容を遂げたのか
について明らかにするために、生活に関するアンケー
ト調査を実施した。本報では、住宅に対する意識およ
び室内温熱環境の観点から分析を行う。具体的には、
①住意識に関するアンケート調査から把握すること、
②具体的な室内温熱環境の現状把握を目的として、西
根・渋民・川井・久慈の 4 地区における住意識に関す
るアンケート調査結果の分析結果と、4 地域からピッ
クアップした 14 軒の住宅の居間・寝室・トイレの温湿
度実測調査について報告する。 
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2．調査の概要 
本研究では、岩手県内 4 地域（渋民、西根、久慈、
川井）で実施したアンケート調査の中から、特に住宅
に対する満足度、改修ニーズ、温熱感評価について分
析を実施する。本報告で対象とするアンケート項目は
「住まいの満足度」（広さ・間取り、収納スペースの充
実度、災害時の安全性、いたみ具合、総合的な評価、
いずれも 5 段階尺度評価）と改修に関する実態と意識、
温熱感（6 段階尺度評価）である。 
 
2.1 アンケート調査の概要 
アンケートの回収状況は、渋民（回収率 73/110）・西
根（回収率 231/426）、久慈（回収率 120/188）、川井（回
収率 40/227）である（回収率：48.8％、有効回答：全
地区合計 404/464 件、有効回答率 87.1％）。 
また、アンケートに協力頂いた世帯のうち、室内環
境測定に関する詳細調査に協力をいただける住戸を各
地域 2～6 軒程度選定し、協力を依頼した。 
 
2.2 室内温熱環境調査の概要 
室内環境調査は 2009 年 3 月から 12 月にかけて順次
機器を設置し、約 1 年間行った。測定機器はデータロ 
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図 1 調査した住宅の建築経過年数分布 
図 2 地域毎の住宅改修割合 
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図 3 西根地区の築年数ごとの住宅改修割合 
図 4 渋民地区の築年数ごとの住宅改修割合 
図 5 久慈地区の築年数ごとの住宅改修割合 
図 6 川井地区の築年数ごとの住宅改修割合 
本間義規・佐々木隆・千葉俊之・原英子・川崎雅志・大里怜子 
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ガー機能付の温湿度計（Especmic RT-12、温度：サー
ミスタ、相対湿度：高分子湿度センサー）を利用し、
絶対湿度は測定した温度・相対湿度から Sonntag の式
（JIS Z 8806-2001）を用いて算出した。測定時間間隔
は 1 時間である。 
 
2.3 調査対象の住宅属性 
図 1に４地区 404 軒の建築年の分布を示す。4地区
併せてみると築後 10～15年および 20～25年の住宅の
割合が 13.8%で最も多く、約半数が 25年以内に新築さ
れた住宅である。逆に築後 50 年以上は全体の 4.9%で
あった。地域別にみてみると、西根地区、川井地区は
比較的古い住宅の割合が多く、逆に渋民地区、久慈地
区は比較的新しい住宅の割合が多い。 
 図 2は地域毎の住宅改修の割合を示している。築年
数分布と同様に、西根地区、川井地区は何らかの改修
を行っている住宅割合が約 6～7 割を占めていること
がわかる。逆に、久慈地域は改修割合が約 2割程度と
少ない。 
 図 3～6 は各地域の築年数毎の改修の有無を示した
ものである。改修割合の多い西根地区、川井地区は建
築経過年数の長い住宅で改修割合が高い傾向にあり、
また比率的にも多いことがわかる。一方で、渋民地区、
久慈地区は、比較的、年数の経たないうちに何らかの
改修をしている割合が多く、かつ古い物件が少ないと
いう特徴がみられる。 
 
3．住宅の評価に関するクロス集計結果 
 住宅の評価に関するアンケート項目を表 1 に示す。
西根・渋民地区でのこれらのアンケート結果について、
項目ごとのクロス集計（cross tabulation）を行い、２要
因の関連性をスピアマンの順位相関係数を用いて検定
した。その結果、「広さ・間取り」（表 2）、「収納スペ
ース」（表 3）、「災害時の安全性」（表 4）、「いたみ具合」
（表 5）は総合評価と高い相関（p<0.001）があり、こ
れらの要素が住宅としての評価・価値決定に大きな影
響を及ぼしていることがわかった。一方、温熱感と総
合評価とは相関性を確認できず（p=0.137、表 6）、ま
た、温熱感に影響を及ぼすと考えられる「広さ・間取
り」（p=0.223、表 7）や「いたみ具合」(p=0.453、表 8)
とも相関性はみられなかった。これはほとんどのケー
スで温熱的中立状態であるからであり、住宅の規模や
傷み具合、総合評価とは関連性が低いことを示してい
る。温熱環境は、暖房や衣服調整でもコントロールす
ることができ、必ずしも住宅性能で担保すべきファク
ターと考えていないことが推測される。この点に関し
ては、温湿度測定を行った住宅 14 軒を対象に、さらに
検討を加える。 
表 1 住環境に関するアンケート項目 
  住宅性能  温熱感 
質
問
項
目
広さ・間取り 
収納スペースの充実度 
地震・台風・火災時の安全性 
住宅のいたみ具合 
総合的な評価 
温熱感（6段階尺度） 
着衣量（表のなかから着
衣を選択してもらい、の
ちに clo値に換算） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2 クロス集計結果（広さ・間取りと総合評価） 
表 3 クロス集計結果（収納スペースと総合評価） 
表 4 クロス集計結果（災害時の安全性と総合評価） 
表 5 クロス集計結果（傷み具合と総合評価） 
表 6 クロス集計結果（温熱感評価と総合評価） 
表 7 クロス集計結果（温熱感評価と広さ・間取り） 
表 8 クロス集計結果（温熱感評価と傷み具合） 
不満 やや不満 どちらでもない まあ満足 満足
不満 19 8 3 3 0
やや不満 6 51 5 22 10
どちらでもない 1 9 20 23 7
まあ満足 0 6 5 83 43
満足 0 0 0 2 23
総合的な評価
広
さ
・間
取
り
　　 Spearmanʹs correlation coefficient by rank test,  p<0.001
不満 やや不満 どちらでもない まあ満足 満足
不満 25 21 2 4 0
やや不満 7 42 18 24 1
どちらでもない 1 10 16 10 1
まあ満足 0 16 21 66 4
満足 0 5 3 33 19
総合的な評価
収
納
ス
ペ
ー
ス
　　 Spearmanʹs correlation coefficient by rank test,  p<0.001
不満 やや不満 どちらでもな まあ満足 満足
不満 21 12 1 0 0
やや不満 5 43 12 10 0
どちらでもない 6 29 39 17 3
まあ満足 1 7 7 98 10
満足 0 3 1 12 12
総合的な評価
災
害
時
の
安
全
性
　　 Spearmanʹs correlation coefficient by rank test,  p<0.001
不満 やや不満 どちらでもな まあ満足 満足
不満 26 19 3 0 0
やや不満 5 58 21 34 0
どちらでもない 2 8 28 28 1
まあ満足 0 8 7 67 10
満足 0 1 1 8 14
総合的な評価
傷
み
具
合
　　 Spearmanʹs correlation coefficient by rank test,  p<0.001
不満 やや不満 どちらでもな まあ満足 満足
暑い 0 0 1 0 0
やや暑い 1 1 0 1 0
暖かい 2 14 6 15 4
中立 20 73 47 110 21
やや寒い 8 5 6 11 0
寒い 2 1 0 0 0
総合評価
温
熱
感
評
価
　　Spearmanʹs correlation coefficient by rank test,  p＝0.137
不満 やや不満 どちらでもな まあ満足 満足
暑い 0 0 1 0 0
やや暑い 0 1 1 1 0
暖かい 1 12 2 13 13
中立 17 55 29 106 64
やや寒い 6 6 0 13 5
寒い 2 0 0 0 1
広さ・間取り
温
熱
感
評
価
　　Spearmanʹs correlation coefficient by rank test,  p＝0.223
不満 やや不満 どちらでもな まあ満足 満足
暑い 0 0 1 0 0
やや暑い 0 1 2 0 0
暖かい 3 22 4 8 4
中立 36 84 56 76 19
やや寒い 7 11 4 7 1
寒い 2 0 0 1 0
傷み具合
温
熱
感
評
価
　　Spearmanʹs correlation coefficient by rank test,  p＝0.453
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4．住宅の温熱環境の測定結果 
4.1 測定住宅の概要 
住宅の総合評価と関連性の薄い温熱感評価に関して、
その実態を把握するために各地域 2～5 軒、計 14 軒の
室内温湿度の測定を行った。概要を表 9 に示す。 
表 9 実測住宅 14 軒の概要 
住宅名 建築年 改修年 居住人数 構造 
H1  1959  1985  1  木造 
H2  1966  ‐  4  木造 
H3  1970  1990  4  木造 
H4  1965  1993  2  木造 
H5  1970  1993  5  木造 
T1  1979  ‐  2  木造 
T2  1988  ‐  4  木造 
T3  1997  ‐  2  木造 
T4  1984  1998  2  木造 
KA1  1919  1971  4  木造 
KA2  1960  1988  5  木造 
KA3  1969  1988  6  木造 
KU2  1999  ‐  4  木造 
KU3  1999  ‐  3  木造 
 住宅名 暖房器具 
H1  石油ファンヒータ 
H2  薪ストーブ、石油ファンヒータ、コタツ 
H3  暖炉、石油ファンヒータ、薪ストーブ 
H4  薪ストーブ、コタツ 
H5  エアコン、石油ファンヒータ、コタツ 
T1  灯油ストーブ、石油ファンヒータ、コタツ 
T2  石油ファンヒータ 
T3  エアコン、蓄熱暖房器 
T4  石油ファンヒータ 
KA1  床暖房、ファンヒータ、コタツ 
KA2  床暖房、ファンヒータ、ストーブ、コタツ 
KA3  ファンヒータ、ストーブ、コタツ、暖炉 
KU2  床暖房、ファンヒータ、コタツ 
KU3  薪ストーブ、床暖房、ファンヒータ 
4.2 室内温度測定結果と考察 
 図 7-1～14 に冬期（2009/12/1～2010/2/6 の 70 日間）
の居間、寝室、トイレおよび外気の温度測定結果を示
す。図 7-0 に示すように、箱の中央値が全体の平均値、
箱形の上端が平均値+標準偏差、箱形の下端が平均値
－標準偏差、棒線の最高値が期間の最高温度、最小値
が期間の最低温度である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
期間平均値 ：Ave. 
期間の最高値：Max. 
期間の最小値：Min. 
期間平均値+標準偏差 ：Ave.+σ 
期間平均値－標準偏差： Ave.－σ 
図 7-0 図 7-1～14 中の記号説明 
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また、各図中の記号の下には平均値を記述してある。
14 軒のうち、T3 邸以外、居間の温度が高く他空間が
低いことから、大多数が部分暖房を行っていることが
わかる。そのため、居間温度は変動幅が比較的大きく、
暖房機器とその運転方法が温熱環境に大きく影響して
いることがわかる。 
また、寝室の平均温度は T3 以外全て 10℃以下であ
り、5℃以下の住宅も 14 軒中８軒存在している。特に
平均値－標準偏差の値が０℃以下になっている住宅が
２軒（H2 邸および H3 邸）であった。寝室は非暖房室
であることと、就寝時以外は使われない部屋であるこ
と、また北側に位置していることが多く、日射熱取得
も少ないことが要因である。 
トイレの温度も同様に低く、平均温度で０℃以下と
なっている住宅が１軒（KA2 邸）、平均値－標準偏差
の値が０℃以下になっているのが KA2 邸を含めて２
軒あった。一方で、寝室よりトイレ内温度の高い住宅
が５軒あった。トイレも基本的に日当たりのよくない
場所に位置することが多いため低温化しやすい。しか
し、短時間であっても素肌を露出する空間であること
から、居住者が電気パネルヒーターや暖房便座などで
対応していたことが理由として考えられる。 
 いずれにしても、調査住宅の冬期室内温度環境は、
その大多数がかなり低温であることが明らかとなり、
昭和 28 年に日本で始めて作られた公的断熱基準 注 1）
の室内温湿度条件と大差ない。つまり、その時代から
ほとんど改善していないことを意味している。 
 
4.3 時刻別平均温度の推移 
 図 8-1 から 8-3 に、最も冷え込みが厳しくなる 2010
年 1 月下旬から 2 月上旬（2010/1/24-2/6 の 14 日間）の
各室の時刻別温度変動のグラフを示す。時刻別平均と
は、この 14 日間の各日の同時刻の温度の平均値をとっ
てそのプロット点をつないだものであり、対象期間の
典型的な 1 日の推移を示すものである。 
 図 8-1 は居間の時刻別平均温度の推移である。T3 以
外の住宅では、夜間 21～22 時くらいに暖房が停止し、
朝 6 時くらいの暖房開始時間にかけて放物線状に温度
低下している。朝に暖房開始する時点では、暖房停止
時の温度が 10～15℃の範囲にある住宅では 5～7℃程
度低下、20℃程度維持している住宅では 10℃程度低下
している。日中の生活温度は 10～25℃とばらつきが大
きいが、18 時を過ぎるとまた温度が上昇する。仕事等
で不在にすること日中も暖房停止をしているのだろう。
一方で KA1 邸のように終日 10℃以下の住宅もある。 
 図 8-2 は寝室の時刻別平均温度の推移である。終日
非暖房室であるため、居間のような大きな温度変化は
見られず、ほぼ 0～5℃の範囲を推移している住宅が多 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
いが、H1 邸では夜中から朝方にかけて 0℃以下になっ
ていることがわかる。一方、T3 邸は 20℃前後で温度
推移している。 
図 8-3 にトイレの時刻別平均温度の推移を示す。ト
イレも寝室と似たような温度変動を示すが、住戸間の
差が大きくなっており、5～10℃程度を維持する住宅や
H3 邸のように 10～15℃程度を維持する住宅もある。
一方で、川井地区の 2 軒の住宅のように終日 0℃以下
となる住宅もある。トイレは常時在室する空間ではな
いが、暖房室との温度差でヒートショックを起こす可
能性が高いため、何らかの改善が必要である。 
 
4.4 高齢者・身障者に配慮した住宅熱環境評価基準（日
本建築学会）との比較 
 今回、実測させていただいた住宅は高齢者単身もし
くは高齢者と同居している世帯がほとんどである。高
齢者は老化に伴う温冷感覚が低下するため、冬期は抹 
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図 8-1 居間の時刻別平均温度（2010/1/24-2/6）
図 8-2 寝室の時刻別平均温度（2010/1/24-2/6）
図 8-3 トイレの時刻別平均温度（2010/1/24-2/6）
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消部の温度低下による血圧変動障害を引き起こしたり、
夏期は、高温による熱中症に気づくのが遅れたりする
危険性が高い。そのため、日本建築学会高齢者生活熱
環境研究会では、一般者、高齢者、障害者別に、住宅
の各部屋別、生活行動別、属性別に温熱環境評価基準
を定めている(1991)8)。冬期の場合、一般（高齢者・障
害者以外）の居間温度は 21±3℃であるが、高齢者・
障害者の場合は 23±2℃と厳しめの温度設定になる
（ただし黒球温度）。同様に寝室は 20±2℃（ふとん＋
毛布～ふとん）、トイレは 24±2℃が基準である（いず
れも着衣量は 0.7～1.4clo の範囲）。これによると、居
間・寝室間の温度差は最大 7℃、居間とトイレ間の温
度差は最大 5℃ということになる。 
 そこで、今回測定した住宅の居間の平均温度と寝
室・トイレの平均温度を散布図にプロットして、学会
基準に対してどのような違いがあるのかをみた。その
結果が図 9 である（ただし、網掛け部分は一般の基準
値である。また測定値は空気温度であって黒球温度で
はないが、測定住戸は極端な放射環境にないという想
定して比較に用いた）。学会基準（一般）の範囲にある
のは 1 軒のみで、他の住宅は範囲外であること、また
室間の温度差ΔTも5℃以内のものは2軒（3箇所）で、
ΔT＝10℃以上の住宅が 6 軒存在していることがわか
る。学会基準は推奨値であると捉えても、今回測定し
た住宅は、温熱環境的にはかなりの改善の余地を残す
結果となった。 
 
4.5 室内湿度の状況 
 室内湿度は室内での水分発生状況と換気量で大略き
まる注2)。換気量が多ければ冬期室内は乾燥状態になる
のでカビ・ダニなどの微生物汚染が生じる危険性は少
なくなるが、室温低下や過乾燥の問題を生じることも
ある。逆に換気量が少ないと低温面で結露が生じ、前 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
述した微生物汚染が発生する危険性がある。 
ここでは、室内水分状態の評価に外気絶対湿度を基
準とした室内絶対湿度を用いる（相対湿度はわかりや
すい指標であるが、温度の関数であることから数値の
大小では判断しにくく、誤解を生じやすいため）。絶対
湿度差を指標に用いることは、省エネルギー基準解説
書 9)の防露判定基準で行われてもいる。 
 図 10 に外気基準の居間絶対湿度と寝室・トイレ絶対
湿度との関係を示す。水蒸気は拡散しやすいため、室
間で差が生じないことが多く、実測結果をみても±
1g/kgDA の範囲に大部分の住宅が位置していることが
わかる。 
 図中に示した網掛け部分は、過換気を防ぎつつ、結
露被害を防ぐための最適範囲であるが、ほとんどの住
宅で範囲外になっていることがわかる。 
約半数の住宅で外気との絶対湿度差が1g/kgDAにな
っていることから、気密性が低いことによる過換気状
態の可能性が高く、また室間で温度差があることから
非暖房室では結露被害の可能性も推測される。 
 
4.6 温熱感と衣服の熱抵抗値（clo）との関係 
 温熱感と住宅の総合評価とは相関性がないことがク
ロス集計結果より明らかになったが、実測住宅の室内
温度環境も含めてさらに考察を行う。 
衣服の熱抵抗値は、温熱感評価時の着衣を選択肢か
ら選択してもらい、選択された着衣の種類から文献に
基づき質量を算出、下記の式で clo値を推定している。 
068.000058.0  WI maleclo  （W≦3000g） 
025.000103.0  WI femaleclo   （W≦2000g） 
図 11に、実測住宅における clo値と居間平均温度と 
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の関係を示す。図中には、住宅記号と建築年、改築年、
温熱感評価を行った被験者の性別・年齢も併せて示し
ている。 
H4 邸は居間平均室温が高いにもかかわらず『少し寒
い』との申告であった。衣服熱抵抗値は 14 人中で最も
低く（clo=0.674）、着衣量が少なめであることと、絶
対湿度から判断すると隙間風が多いことが影響してい
るものと考えられる。一方、平均室温が 15℃近辺に位
置する H1、H2、T2、T4、KA1、KU3 邸は全て『ちょ
うど良い』という申告であるが、このうち H1、T2 邸
は 1.3clo を超えていることから、かなりの厚着をして
いることがわかる。H2 は着衣量が少なめであるが、日
常的に輻射暖房機器である薪ストーブのある空間にい
るため、その影響を大きく受けていると考えられる。
いずれにしても、着衣量でコントロールしている様子
が伺える結果となった。 
回答者が比較的高齢であるということもあり、温冷
感覚の鈍化ということも考慮する必要があるのかもし
れないし、また暖房機器の使用方法・設置場所等が影
響していることも予想されるが、本検討ではそこまで
詳細に考察するに至っていない。この点については今
後の検討課題である。 
 
5．まとめ 
 西根・渋民地区に建つ住宅の住環境に対するアンケ
ート調査を分析し、また、そのなかから 14軒の住宅に
ついて温湿度環境の実測を行った。少なくとも、50年
以上の住宅寿命を保っている住宅は多くはなく、建替
え対応も多いことがわかった。また、築年数 50年以下
の住宅は少なくともその半数が 15～20 年経過時にな
んらかの改修を行っていることがわかった。住宅の総
合評価は「広さ・間取り」、「地震・台風・火災時の安
全性」、「住宅のいたみ具合」、「収納スペースの充実度」
など、建築計画的、建築構造的要素と高い相関があり、
一方で、温熱環境的要素と住宅の総合評価は関連性が
低いことが明らかとなった。 
室内温湿度測定結果からみると、室間の温度差が激
しく、特に寝室、トイレは低温状態にあり、条件によ
っては氷点下になる劣悪な状況にあること、また、寒
い室内での対応は衣服量の調整、強力な暖房器具など
により対応していることもわかった。 
井関 11)によれば、『居住者は室内温熱環境に対し、
冷暖房器具の使用、着衣による調節等により対処して
いるが、かなり悪い環境においても悪い評価がなされ
ておらず、これはさらに検討を要する点である』とあ
るように、物理的環境の悪さが必ずしも温熱感評価に
結びつかない点が、温熱環境改善に結びつかない大き
な要因とも考えられる。 
総合的な室内環境調整を考えると、少なくとも断熱
気密対策を行うことにより自然室温を上昇させること
が、健康リスクを低減する意味でより重要になると考
える。 
 
注 1) 日本初の公的断熱基準の室内温湿度条件 
東京大学渡辺要教授は昭和 25 年に北海道庁より委託を受
け、寒地アパートの防寒防露構造の研究を行っており、その
結果が報告書としてまとめている 13)。当時、発表された基準
を下記に示す。最初に建築気候図を作成し、北海道を 4 つの
気候区分に分け、その各々ごとに室内基準を決め、各部の熱
貫流率の基準値を定めている。この数値の根拠は、昼間のみ
石炭置ストーブを使用し室内を快適に保ち、夜間でも結露さ
せないためのものであり、これがのちの北海道防寒住宅建設
等促進法（昭和 28 年制定）の根拠となっている。 
 
表 室内設計温湿度 13)より引用 
平均気温（℃） 平均湿度（％） 
室の種類 
昼間 夜間 昼間 夜間 
暖房する室 18  5  65  80 
暖房する室の押入れ 16  3～4  70  約 80 
非暖房室（居室） 5～8  5  75～80 80 
非暖房室の押入 1～5  1～2  約 80  80～85 
 
表 各部の熱貫流率（kcal/m2h℃） 13)より引用 
地域 外壁 隔壁 最上階の天井 最下階の床 
甲 1.7  2.4  1.8  1.4 
乙 1.3  2.4  1.4  1.3 
丙 1.1  2.2  1.1  1.2 
丁 0.9  1.8  0.9  1.1 
 
※ 甲：函館・室蘭・浦河、乙：札幌・苫小牧・美唄・夕張・岩見
沢・稚内・釧路・網走・根室・小樽・寿都・留萌、丙：旭川・
帯広・北見、丁：陸別 
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その 2 住宅に関する意識分析と温熱環境調査結果 
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注 2) 絶対湿度からの換気量推定方法について 
 
 
 
 
 
 
 
内装や家具等の吸放湿を無視して上図に示す水分収支を
考えると次のような単純な式で室内湿度を簡易に予測する
ことができる。 
Q
MXX o 11   (g/kgDA) 
ただし、室内の換気経路等は無視し、Q01=Q10=Q と仮定し
た。 
この式に基づくと、室内湿度は外気絶対湿度を基準とする
と、（水分発生量 g/h）/（換気量 kgDA/h）で絶対湿度上昇分
が算定できる。 
本文にも記述したように、省エネ基準解説書では 9)、気温
15℃以下の場合では外気絶対湿度＋3g/kgDA が室内条件と
なっている。この数値は、例えば室内水分発生量が 180g/h（成
人が 3～4 人在室しているときの水分発生量）のとき、
60kgDA/h（15℃換算で約 49m3/h，床面積 120m2天井高 2.5m
とすると、換気回数で 0.16 回/h）に相当することから、現行
の基準（0.5 回/h）からすると、かなり換気量が少ない状況（結
露に対しては危険側）を想定した数値である。 
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